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電気工事士法講習制度見直しについて

平 成 ２ ４ 年 ５ 月

原子力安全・保安院

１．講習の概要

（１）第一種電気工事士講習制度

第一種電気工事士は、構造が多様かつ複雑であり、性能・機能等

に対する技術進歩が早い自家用電気工作物の電気工事を行うことが

できるため、自家用電気工作物に関する技術及び保安規制に関する

知識を常に更新していくことが不可欠なことから５年に１度の定期

講習の受講が電気工事士法において義務づけられている。

（２）制度の現状

根拠法律において「経済産業大臣が指定する者」が行うこととさ

れており、現在独立行政法人製品評価技術基盤機構（以下「ＮＩＴ

Ｅ」という。）が講習業務を行っている。

２．制度見直しの必要性

平成２２年４月１９日の「経済産業省所管独立行政法人の改革に

ついて」において、国民生活の安全・安心の確保という本来ＮＩＴ

Ｅに期待されている業務にリソースを集中するため、ＮＩＴＥの業

務としては廃止する方向で検討することとされた。

また、第一種電気工事士講習制度については、平成２２年５月２

０日に行われた事業仕分けにおいて、「実施主体を見直す」ことと

された。その際、実施主体選定における透明性向上及び競争環境の

導入が必要と指摘された。

３．制度変更の概要
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事業仕分けにおける実施主体選定における透明性向上及び競争環

境の導入が必要との指摘に従って、講習業務に関するＮＩＴＥの一

者指定を廃止し、公募により法人の申請を受けて複数者を指定でき

る制度に見直す。

電気工事士講習制度

現在 今後

指定講習機関 ＮＩＴＥ 申請により複数指定可とする

指定基準 なし 省令に規定

地域分割

／部分参入
なし なし（全国一括方式）

受講料 法令に規定なし 原則自由

テキスト作成 ＮＩＴＥ＋講習センター
各指定講習機関作成。

国が事後的に内容確認

（参考）スケジュール

平成２４年５月３１日 改正省令公布

平成２４年６月１５日 改正省令施行

平成２５年４月 新制度開始


